
○港区開発事業に係る定住促進指導要綱

平成３年４月２３日

３港住住第１２号

（目的）

第１条 この要綱は、開発事業に対する適切な指導に関し必要な事項を定めることにより、

住宅の確保と良好な市街地環境の整備を図り、多様な人々がいきいきと暮らせるまちの

実現に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

（１） 開発事業 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する

開発行為及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に規定する建

築をいう。

（２） 開発事業者 区内で開発事業を行う者をいう。

（３） 延べ面積 開発事業を行う区域（以下「開発事業区域」という。）内の建築物の各

階の床面積の合計をいう。

（４） 近隣関係住民 港区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例

（昭和５４年港区条例第１５号。以下「紛争予防条例」という。）第２条第７号に規定

する近隣関係住民をいう。

（５） 隣接関係住民 紛争予防条例第２条第８号に規定する隣接関係住民をいう。

（開発事業者の責務）

第３条 開発事業者は、開発事業を行う場合には、区と協働して、当該地域の課題、特性

等の情報を共有し、地域の住宅等の確保と良好な市街地環境の整備を図るよう努めると

ともに、区の定住に関する施策の推進に努めなければならない。

２ 開発事業者は、開発事業に要する用地を取得しようとするとき又は開発事業を行おう

とするときは、周辺の住民との紛争の防止に努めなければならない。

（適用範囲）

第４条 この要綱は、次に掲げる開発事業を除き、敷地面積が５００㎡以上又は延べ面積

が３，０００㎡以上の建築物に係る開発事業に適用する。

（１） 国又は地方公共団体が行う開発事業

（２） 建築基準法第８５条の規定の適用を受ける仮設建築物に係る開発事業



（標識の設置等）

第５条 開発事業者は、開発事業を行おうとする場合には、近隣関係住民に開発事業の計

画の周知を図るため、当該開発事業区域内の見やすい場所に標識を設置しなければなら

ない。

２ 開発事業者は、前項の規定により標識を設置したときは、速やかにその旨を区長に届

け出なければならない。

３ 開発事業者は、開発事業の計画を変更したときは、速やかに第１項に規定する標識の

記載事項を訂正するとともに、その旨を区長に届け出なければならない。

（説明会の開催等）

第６条 開発事業者は、前条第１項の規定により標識を設置したときは、説明会等の方法

により、開発事業の計画について隣接関係住民に周知を図るよう努めなければならない。

２ 開発事業者は、前項の規定によるほか近隣関係住民の申出があったときは、説明会等

の方法により、開発事業の計画について説明しなければならない。

３ 開発事業者は、第１項の規定により説明会等を行った後、都市計画法第３０条又は建

築基準法第６条（同法第６条の２を含む。）の規定による申請（以下「開発事業に係る申

請」という。）前にその内容について区長に報告しなければならない。

４ 区長は、必要があると認めるときは、開発事業者に対し、第２項の規定により行った

説明会等の内容について報告を求めることができる。

（紛争予防条例との整合）

第７条 紛争予防条例第６条及び第７条の規定により標識の設置及び届出、住民への周知

及び説明会等の内容の報告を行った場合には、前２条の規定による標識の設置及び届出、

住民への周知及び説明会等の内容の報告があったものとする。

（事前協議）

第８条 開発事業者は、延べ面積が３，０００㎡以上の建築物に係る開発事業を行おうと

する場合には、事前協議の申出を行い、この要綱に定める事項について区長と協議しな

ければならない。

２ 区長及び開発事業者は、開発事業に係る申請前に協議が成立するよう努めなければな

らない。

３ 区長及び開発事業者は、協議が成立したときは、協議書を作成し、各１通ずつ保有す

るものとする。

４ 開発事業者又は前項に規定する協議事項を履行した建築物の所有者等（以下「所有者

等」という。）が変更になる場合は、所有者等は、同項に規定する協議事項を変更先の開

発事業者又は建築物の所有者等に承継しなければならない。



５ 開発事業者は、第５条第３項の規定による届出を行った場合には、区長と再度協議を

行うものとする。

（住宅の付置等）

第９条 開発事業者は、延べ面積が３，０００m２以上の建築物に係る開発事業を行おうと

する場合は、延べ面積に対して、１０パーセントの割合に相当する面積を良質な住宅又

は生活に便利な施設（以下これらを「生活利便施設等」という。）として付置するよう

努めなければならない。 

２ 前項の規定により付置される良質な住宅（以下「付置住宅」という。）には、当該付置

住宅の居住者又は利用者が使用する付随施設を含むことができる。

（付置住宅の規模、設備、構造等） 

第１０条 開発事業者は、付置住宅の規模、設備、構造等が区長の別に定める住宅水準に

適合するよう努めなければならない。 

（付置住宅等の特例） 

第１１条 付置住宅を開発事業区域内に建設することが困難で、かつ、それら開発事業が適

正に管理でき、区長がやむを得ないと認めた場合には、開発事業者は、当該開発事業と同

一時期に区内の他の場所へ建設する住宅（以下「隔地住宅」という。）を付置住宅とする

ことができる。 

２ 第９条第１項の規定により付置される生活に便利な施設（以下「付置施設」という。）

を開発事業区域内に建設することが困難で、かつ、それら開発事業が適正に管理でき、

区長が必要と認めた場合には、開発事業者は、当該開発事業と同一時期に区内の他の場

所へ建設する生活に便利な施設（以下「隔地施設」という。）を付置施設とすることが

できる。 

３ 前２項の規定により建設する隔地住宅及び隔地施設（以下「隔地住宅等」という。）

に係る協議については、これらに関連する開発事業で最も先行するものの建築確認申請

前までに協議が成立していなければならない。 

４ 第１項の場合における延べ面積に対する隔地住宅の面積の割合は、区長が別に定める区

域に建設する場合を除き、第９条第１項に定める割合に１．２を乗じて得た割合とする。 

５ 第１項又は第２項の規定による隔地住宅等の建設を含む開発事業について、第９条第

１項の規定を適用する場合には、第１項及び第２項の規定にかかわらず、当該開発事業

区域外に付置住宅及び付置施設（以下「付置住宅等」という。）を建設することはでき

ない。 

６ 特段の事情により、区長がやむを得ないと認めた場合には、複数の開発事業者は、お

おむねそれぞれの隔地住宅等の負担割合をもって、隔地住宅等を共同して建設すること



ができる。この場合の複数の開発事業者は、その中から統括する管理者（以下「統括管

理者」という。）を選定し、統括管理者は、本要綱の規定に係る各開発事業の調整、工

程管理、区の各関係所管課との協議・調整、協議内容の履行等を責任をもって管理しな

ければならない。 

（一体開発）

第１２条 開発事業者（開発事業に供する土地の所有者を含む。第４項において同じ。）

は複数の敷地を一の開発事業区域として一体的かつ計画的な開発事業を行う場合には、

これを一体開発として区長に申し出ることができる。

２ 前項の規定による申出を区長が定住促進に資すると認めたときは、当該一体開発を行

う区域を一の開発事業区域とみなして、第９条の規定を適用する。

３ 一体開発にあっては、前条の規定は適用しない。また、他の開発事業による隔地住宅

等を一体開発の区域内に建設することはできない。 

４ 一体開発にあっては、複数の開発事業者の全員による協議組織が設立された場合には、

当該組織をもって開発事業者とみなす。

（定住協力金の拠出）

第１３条 開発事業者は、生活利便施設等を開発事業区域内に建設することが困難であり、

区長がやむを得ないと認めた場合には、区に対して生活利便施設等の建設に代えて、定

住支援事業又は住環境整備事業に充てるための資金（以下「定住協力金」という。）を拠

出することができる。ただし、国又は地方公共団体から当該開発事業に関し補助を受け

て行うもので、区長が定住促進に資すると認める開発事業を除く。

（付置住宅の賃料等） 

第１４条 開発事業者は、付置住宅について、賃料及び価格の低減に努めなければならな

い。

（生活利便施設等の用途転用） 

第１５条 開発事業者は、第９条第１項の規定により建設した生活利便施設等について、

建設後１０年間はその用途が転用されないよう努めなければならない。 

２ 開発事業者は、前項の期間経過後に生活利便施設等の用途を他の生活利便施設等の用

途に転用することができる。 

３ 開発事業者は、前項の規定により生活利便施設等の用途を転用しようとするときは、

あらかじめ区長と協議するものとする。

（街づくり制度等の活用）



第１６条 開発事業者は、開発事業を計画するに当たっては、各種まちづくり制度等を活

用し、住宅等の確保を図るよう努めなければならない。

（公共施設等の整備）

第１７条 開発事業者は、敷地面積が３，０００㎡以上の開発事業を行おうとする場合に

は、公共施設等の整備状況を勘案して開発事業に関する計画を適切なものとするよう努

めなければならない。

２ 開発事業者は、前項に規定する計画において、区長が必要と認める公共施設等につい

て、自らその整備を行わなければならない。

（調査及び報告）

第１８条 区長は、必要があると認めるときは、この要綱の目的を達成するために調査を

行い、又は開発事業者及び付置住宅等の所有者等に報告を求めることができる。

（是正の勧告等）

第１９条 区長は、この要綱の目的を達成するため、開発事業者に対して、必要な措置を

とることを勧告することができる。

２ 区長は、開発事業者が正当な理由がなく勧告に応じないときは、勧告の内容及び開発

事業者の氏名を公表することができる。

（適用の特例）

第２０条 区長は、やむを得ない理由があると認めるものについては、この要綱の規定を

適用しないことができる。

(委任)
第２１条 この要綱の施行について必要な事項は、区長が別に定める。

付 則

１ この要綱は、平成３年６月１日から施行する。ただし、第１１条及び第１７条の規定

は、平成３年１２月１日から施行する。

２ 大規模建築物等の建設計画の事前協議に関する指導要綱（昭和６０年５月２５日６０

港都建第７２号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。

３ この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前に旧要綱第６条の規定により協議が

成立したものについては、この要綱の規定により協議が成立したものとみなす。

４ 施行日において、旧要綱第６条の規定により協議が継続しているものについては、な

お従前の例による。



５ 第１１条及び第１７条の規定は、それらの規定の施行の日において、第８条の規定に

より協議が継続しているものについては、適用しない。

６ 旧要綱第６条の規定による協議に基づいて設置された付置住宅及び緑地の維持、保全

については、なお従前の例による。

付 則

この要綱は、平成１１年９月１日から施行する。

付 則

この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。

   付 則

１ この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。

２ この要綱の施行する日（以下「施行日」という。）前に、この要綱による改正前の港区

開発事業に係る定住促進指導要綱第８条の規定により、協議が成立したものについては、

この要綱による改正後の港区開発事業に係る定住促進指導要綱（以下「改正後の要綱」

という。）の規定により協議が成立したものとみなす。

３ 施行日前に工事着手したものについては、改正後の要綱の規定にかかわらず、なお従

前の例による。

付 則 

１ この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区開発事業に係る定住促進指導要綱（以下「新要綱」とい

う。）第１５条の規定は、この要綱による改正前の港区開発事業に係る定住促進指導要

綱（以下「旧要綱」という。）第９条第１項の規定により既に建設された良質な住宅又

は生活に便利な施設についても適用するものとする。 

３ この要綱の施行する日（以下「施行日」という。）前に、旧要綱第８条の規定により、

協議が成立したもので、施行日時点において港区開発事業に係る定住促進指導要綱実施

要領第１８条の届出をしていないものについては、新要綱第８条の規定による協議を行

うことができるものとする。 


